
項目 現状 
目標 

（期限） 

衆議院議員の候補者に占める女性の割合 
16.7％ 

 （平成21年） 
30％  

（平成32年） 

参議院議員の候補者に占める女性の割合 
22.9％  

（平成22年） 
30％  

（平成32年） 

政治分野 

※ 「目標」は、政府が政党に働きかける際に、政府として達成を目指す努力目標であり、政党の自律的行動
を制約するものではなく、また、各政党が自ら達成を目指す目標ではない。 

第３次男女共同参画基本計画の数値目標 

「2020年30％」の目標の達成に向けて、2015年までの中間目標又は2020年までの
数値目標を設定 

（第１分野） 
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図１ 衆議院議員総選挙立候補者、当選者に占める女性の割合の推移 
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図２ 参議院議員通常選挙立候補者、当選者に占める女性の割合の推移 

立候補者 

当選者 

（％） 

（備考）総務省資料より作成 

参考資料１ 
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図３ 地方議会における女性議員割合の推移 

都道府県議会 

政令指定都市議会 

市議会 

町村議会 

特別区議会 

合計 

（備考） 
１．総務省資料より作成 
２．各年12月現在 
３．市議会は政令指定都市議会を含む。なお、合計は都道府県議会及び市区町村議会の合計。 
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図４ 司法分野における女性割合の推移 
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司法分野 

項目 現状 
成果目標 
（期限） 

検察官（検事）に占める女性の割合 
19.7％ 

（平成23年） 
23％  

（平成27年度末） 

（第１分野） 

（備考） 
１．裁判官については最高裁判所資料より作成。 
２．弁護士については日本弁護士連合会事務局資料より作成。 
３．検察官、司法試験合格者については法務省資料より作成。 
４．司法試験合格者は各年度のデータ。 

3 



各項目に占める女性の割合 現状 
成果目標 
（期限） 

国 

国家公務員採用試験からの採用者 
25.8％ 

（平成24年度） 
30％程度 

（平成27年度） 

国家公務員採用Ⅰ種試験の事務系の区
分試験の採用者 

28.6％ 
（平成24年度） 

30％程度 

地方機関課長・本省課長補佐相当職以
上 

4.9％ 
（平成22年度） 

※平成23年1月現在 

10％程度 
（平成27年度末） 

本省課室長相当職以上 
2.5％ 

（平成22年度） 
※平成23年1月現在 

5％程度 
（平成27年度末） 

指定職相当 
2.1％ 

（平成22年度） 
※平成23年1月現在 

3％程度 
（平成27年度末） 

審議会等委員 
33.2％ 

（平成22年） 
40％以上60％以下 
（平成32年） 

審議会等専門委員等 
18.4％ 

（平成23年） 
30％ 

（平成32年） 

地
方
公
共
団
体 

都道府県の地方公務員採用試験 
（上級試験）からの採用者 

23.8％  
（平成23年） 

30％程度 
（平成27年度末） 

都道府県の本庁課長相当職以上 
6.4％ 

（平成23年） 
10％程度 

（平成27年度末） 

都道府県の審議会等委員 
28.8％ 

（平成23年） 
30％ 

（平成27年） 

市区町村の審議会等委員 
23.3％ 

（平成23年） 
30％ 

（平成27年） 

行政分野 （第１分野） 

4 



（備考）１．平成15年度以前は人事院「一般職の国家公務員の任用状況調査報告」、16年度以降は総務省・人事院「女性国家公務員の 

     採用・登用の拡大状況等のフォローアップの実施結果」より作成。 

    ２．調査対象は、平成15年度以前は一般職給与法の行政職俸給表（一）及び指定職俸給表適用者であり、16年度以降はそれら 

     に防衛省職員（行政職俸給表（一）及び指定職俸給表に定める額の俸給を支給されている者。17年度までは防衛参事官等俸 

     給表適用者を含む。）が加わっている。 

        ３．管理職は、本省課室長相当職以上（一般職給与法の行政職俸給表（一）７級相当職以上）をいう。 
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図６ 国家公務員管理職に占める女性割合の推移 

（備考）１．人事院資料、 総務省・人事院「女性国家公務員の採用・登用の拡大状況等のフォローアップの実施結果」より作成。 
        ２．平成15年度以前における採用の割合は、国家公務員採用Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ種試験に合格して採用されたもの（独立行政法人 
     に採用されたものを含む。）のうち、防衛省又は国会に採用されたものを除いた数の割合。 

    ３．平成16年度から22年度までの採用の割合は、国家公務員採用Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ種試験に合格して採用されたもの（独立行政 
     法人又は国会に採用されたものを除く。）に、防衛省職員採用Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ種試験若しくはその他準ずる試験又は20年度 
     から22年度までの間については国家公務員中途採用者選考試験に合格して採用されたもの（皇宮護衛官、刑務官、入国 
     警備官を除く。）を加えた数の割合。 
    ４．平成23年度は、第３次男女共同参画基本計画に基づき22年度までとは試験の範囲を変更。具体的には、「Ⅰ種試験等」 
     は、国家公務員採用Ⅰ種試験及び防衛省職員採用Ⅰ種試験、「Ⅱ種試験等」は、国家公務員採用Ⅱ種試験、法務教官採用 
     試験、外務省専門職員採用試験、航空管制官採用試験及び防衛省職員採用Ⅱ種試験、「Ⅲ種試験等」は、国家公務員採用 
     Ⅲ種試験、皇宮護衛官採用試験、刑務官採用試験、入国警備官採用試験、航空保安大学校学生採用試験、海上保安大学校 
     学生採用試験、海上保安学校採用試験（特別を含む。）、気象大学校学生採用試験及び防衛省職員採用Ⅲ種試験、「国税 
     専門官・労働基準監督官」は、国税専門官採用試験及び労働基準監督官採用試験をそれぞれ指す。 
      平成23年度の採用の割合は、上記のそれぞれの試験に合格して採用されたもの（独立行政法人又は国会に採用された 
     ものを除く。）の割合。なお、比較のため22年度についても、同様の試験の範囲による割合（白抜き）を示した。  
       ５．平成17年度以降の採用の割合は、当該年度の４月30日現在（Ⅰ種、国税専門官及び労働基準監督官については旧年度 
     合格者等を含む。）。 
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 図５ 国家公務員採用者に占める女性割合の推移 
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図７ 地方公務員採用試験合格者に占める女性割合の推移 

都道府県合格者 

市区合格者 

（

（備考）１．総務省「地方公共団体の勤務条件等に関する調査」より作成。 

        ２．女性合格者、男性合格者のほか、申込書に性別記入欄を設けていない試験があることから 
      性別不明の合格者が存在する。 
    ３．平成22年度は、東日本大震災の影響により調査が困難となった２団体（岩手県の１市１町） 
      を除いて集計している。 
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図８ 地方公務員管理職に占める女性割合の推移 

都道府県 

政令指定都市 

市区 

町村 

（備考）１．平成５年までは厚生労働省資料（各年６月１日現在）、６年からは内閣府「地方公共団体における 
     男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（平成23年度）」より作成。15年までは各 
     年３月31日現在、16年以降は各年４月１日現在。 
    ２．平成23年の数値には、東日本大震災の影響により調査を行うことができなかった次の15市町村が含 
     まれていない。岩手県（花巻市、陸前高田市、釜石市、大槌町）、宮城県（女川町、南三陸町）、福 
     島県（南相馬市、下郷町、広野町、楢葉町、富岡町、大槌町、双葉町、浪江町、飯館村）。 
    ３．平成15年までは都道府県によっては警察本部を含めていない。 
    ４．市区には政令指定都市を含む。 
    ５．本調査における管理職とは、本庁の課長相当職以上の役職及び支庁等の管理職においては、本庁の 
     課長相当職以上に該当する役職を指す。   
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図９ 国の審議会等における女性委員割合の推移 

（備考）内閣府資料より作成 

14.0  

26.6  

33.9 [34.6] 

17.7  

25.8  

32.4 [32.5] 

23.8 

27.1 [27.3] 

20.4 

23.2 [23.2] 

0

5

10

15

20

25

30

35

平成

８ 

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

（％） 

（年） 

図10 地方公共団体の審議会等における女性委員割合の推移 

都道府県 
政令指定都市 
市区 
町村 

（備考）１．内閣府資料「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況 

     （平成23年度）」より作成。平成15年までは各年３月31日現在。16年以降は４月１日現在。 

    ２．平成23年の数値には、東日本大震災の影響により調査を行うことができなかった次の15市町村 
     が含まれていない。岩手県（花巻市、陸前高田市、釜石市、大槌町）、宮城県（女川町、南三陸 

     町）、福島県（南相馬市、下郷町、広野町、楢葉町、富岡町、大槌町、双葉町、浪江町、飯館村）。 

     ３．平成19年以前の各都道府県及び各政令指定都市のデータは、それぞれの女性比率を単純平均。 
        ４．市区には、政令指定都市を含む。 
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雇用分野 

項目 現状 
成果目標 
（期限） 

民間企業の課長相当職以上に占める女性の割合 
7.2％ 

（平成23年） 
10％程度  

（平成27年） 

農林水産分野 

項目 現状 
成果目標 
（期限） 

農業委員会、農業協同組合における女性
が登用されていない組織数※ 

農業委員会：826 
（平成22年度） 

農業協同組合：402 
（平成21年度） 

農業委員会、農業協同
組合とも０ 

（平成25年度） 

※農業委員、農業協同組合役員を対象 

（第１分野、第４分野） 

（第６分野） 
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図11 役職別管理職に占める女性割合の推移 

民間企業の部長相当 

民間企業の課長相当 

民間企業の係長相当 

(％) 

(年) 

（備考）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成。 
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教頭 

教諭 

校長 

副校長 

項目 現状 
成果目標 
（期限） 

都道府県及び市町村の教育委員会のうち、女性の
教育委員を１人以上含む教育委員会の割合 

89.6％ 
（平成21年） 

100％  
（平成27年） 

初等中等教育機関の管理職（教頭以上）に占める
女性の割合 

14.8％ 
（平成23年） 

30％  
（平成32年） 

大学の教授等（講師以上）に占める女性の割合 
17.8％  

（平成23年） 
30％  

（平成32年） 

教育分野 （第11分野） 

（備考）文部科学省「学校基本調査」（平成22年度）より作成 

図12 本務教員総数に占める女性の割合 
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図13 女性研究者数及び研究者に占める女性割合の推移 

男性研究者数 女性研究者数 女性研究者の 

占める割合（右目盛） 

（％） （千人） 

（年） （備考）１．総務省「科学技術研究調査報告」より作成。 
    ２．各年３月31日現在。 

項目 現状 
成果目標 
（期限） 

女性研究者の採用目標値（自
然科学系） 

自然科学系 
24.2％ 

（平成21年） 

「自然科学系25％（早期）、更に
30％を目指す。特に理学系20％、工
学系15％、農学系30％の早期達成及
び医学・歯学・薬学系あわせて30％
の達成を目指す。」（総合科学技術
会議基本政策専門調査会報告）との
目標を踏まえた第４期科学技術基本
計画（平成23年度から27年度まで）
における値 

日本学術会議の会員に占める
女性の割合 

23.3％ 
（平成23年） 

22％  
（平成27年） 

日本学術会議の連携会員に占
める女性の割合 

16.5％  
（平成23年） 

14％  
（平成27年） 

科学技術・学術分野 （第12分野） 

項目 現状 
成果目標 
（期限） 

自治会長に占める女性の割合 
4.3％ 

（平成23年） 
10％ 

（平成27年） 

女性委員のいない都道府県防災会議の数 
６ 

（平成24年） 
０ 

（平成27年） 

地域・防災 （第14分野） 
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